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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂と繊維径２００ｎｍ以下の炭素フィブリルを含む主成分（Ａ）１００体積
部に対して、ホウ酸アルミニウム粉末及び／又はホウ酸アルミニウムウィスカ（Ｂ）を０
．５～４０体積部添加してなり、主成分（Ａ）中の炭素フィブリルの含有量が０．５～１
０質量％である導電性樹脂組成物。
【請求項２】
　請求項１において、熱可塑性樹脂が、ポリカーボネート樹脂である導電性樹脂組成物。
【請求項３】
　請求項１又は２の導電性樹脂組成物を射出成形してなる導電性射出成形品。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、導電性樹脂組成物及び導電性射出成形品に関するものであり、例えば電気電
子分野や、自動車分野などにおける各種導電性成形品の成形材料として有用な導電性樹脂
組成物、とりわけＬＳＩ、液晶ディスプレイ、ハードディスクなどの高密度電子デバイス
の製造、搬送工程におけるトレイやケース、パッケージなどの帯電防止性成形品の成形材
料として有効な導電性樹脂組成物と、この導電性樹脂組成物よりなる導電性射出成形品に
関する。
【０００２】
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【従来の技術】
　ポリカーボネート樹脂等の熱可塑性樹脂に、微細な炭素フィブリルを導電性フィラーと
して添加混合した導電性樹脂組成物は、比較的少量の炭素フィブリル配合で優れた導電性
を発現する成形品が得られる（特表平８－５０８５３４号公報など）上に、成形品からの
炭素フィブリルの脱落等による発塵の問題が少なく、また不純物が少ないなどの利点を有
する。特に、熱可塑性樹脂としてポリカーボネート樹脂を用いたものは、ポリカーボネー
ト樹脂に由来する成形品の高い寸法精度及び耐熱性と、強度のバランスに優れるなどの利
点を有する。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
　しかしながら、炭素フィブリルは、特殊な製造プロセスを用いて製造されるため、これ
を用いた樹脂組成物はコストアップにつながり易い。また、炭素フィブリルを配合した導
電性樹脂組成物を用いた成形品の表面抵抗値は、成形品の場所間でのばらつきが大きいな
どの問題もある。
【０００４】
　即ち、樹脂に導電性物質を添加した導電性樹脂組成物を射出成形することにより得られ
た成形品は、射出成形時のゲート部分（金型内に樹脂を注入する部分）の近辺では、他の
部分と比較して電気抵抗値が高くなり、ゲートから遠い部分は抵抗値が低下する傾向があ
るが、導電性物質として炭素フィリブルを用いたものは、特にこのばらつきが大きい。こ
のような表面抵抗値のばらつきは、特に成形品を、微弱な静電気でも簡単に機能破壊を起
こす高密度電子デバイスを搬送するトレイ等の用途に用いる場合、トレイの表面に部分的
に帯電が発生したり、或いは放電が生じ易くなり、高密度電子デバイスの機能破壊を起こ
す原因となるため、問題である。
【０００５】
　本発明は高密度電子デバイスを搬送するトレイ等の成形材料として好適な、射出成形な
どの溶融成形品とした場合においても、良好な導電性を発現し、かつ成形品の場所による
表面抵抗値のばらつきが少ない導電性射出成形品を得ることができる導電性樹脂組成物と
、この導電性樹脂組成物を射出成形してなる導電性射出成形品を提供することを目的とす
る。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　本発明の導電性樹脂組成物は、熱可塑性樹脂と繊維径２００ｎｍ以下の炭素フィブリル
を含む主成分（Ａ）１００体積部に対して、ホウ酸アルミニウム粉末及び／又はホウ酸ア
ルミニウムウィスカ（Ｂ）を０．５～４０体積部添加してなり、主成分（Ａ）中の炭素フ
ィブリルの含有量が０．５～１０質量％であることを特徴とする。
【０００７】
　本発明において、ホウ酸アルミニウム粉末及び／又はホウ酸アルミニウムウィスカを添
加することによる表面抵抗値の改善効果の作用機構の詳細は明らかでないが、次のように
推定される。
【０００８】
　即ち、炭素フィブリルを含む導電性樹脂組成物による導電性は、炭素フィブリルの適度
な分散状態により、導電性のネットワークが形成されて発現するが、その炭素フィブリル
の分散状態は、成形時の樹脂の流動状態に大きく依存し、例えば、ゲート付近のように流
動の速い部分では剪断応力により導電性ネットワークの破壊が生じる。このため従来の成
形品では、ゲート付近では表面抵抗値が高くなり、ゲートから遠い部分ほど表面抵抗値が
低下する傾向となる。
【０００９】
　これに対して、本発明では、ホウ酸アルミニウム粉末及び／又はホウ酸アルミニウムウ
ィスカの存在により、成形時の樹脂の流動性が改善され、上記剪断力による炭素フィブリ
ルのネットワークの破壊が抑制され、これにより表面抵抗値のばらつきのない成形品が得
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られる。また、炭素フィブリルのネットワーク破壊の抑制で、導電性も向上するため、高
価な炭素フィブリルの配合量を少なくした上で、良好な導電性を得ることができる。
【００１０】
　本発明において、熱可塑性樹脂としては、ポリカーボネート樹脂が好ましい。
【００１１】
　本発明の導電性射出成形品は、このような本発明の導電性樹脂組成物を射出成形してな
るものである。
【００１２】
【発明の実施の形態】
　以下に本発明の実施の形態を詳細に説明する。
【００１３】
＜熱可塑性樹脂＞
　本発明で使用する熱可塑性樹脂としては、例えばポリカーボネート、ポリブチレンテレ
フタレート、ポリアミド、ＡＢＳ樹脂、ＡＳ樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリ
アセタール、ポリアミドイミド、ポリエーテルスルホン、ポリエチレンテレフタレート、
ポリイミド、ポリフェニレンオキシド、ポリフェニレンスルフィド、ポリフェニレンスル
ホン、ポリスチレン、熱可塑性ポリウレタン、ポリ塩化ビニル、フッ素樹脂、液晶性ポリ
エステル等の熱可塑性樹脂の１種又は２種以上の混合物、或いは、このような熱可塑性樹
脂にその特性を損なわない範囲でフェノール、エポキシイミド、ウレタン等の熱硬化性樹
脂の１種又は２種以上を混合したものが挙げられる。使用する樹脂の種類や配合割合は、
得られる成形品の使用目的に応じて、機械的強度、成形性等の特性から適宜決定される。
【００１４】
　なお、本発明に用いる熱可塑性樹脂はクロルイオン（Ｃｌ－）溶出量の少ない樹脂が好
適である。これは、成形品とした際にクロルイオンが浸み出すと、接触した半導体等の表
面を腐食させる原因となり、高密度電子デバイスを搬送するトレイ等の用途に用い得ない
からである。
【００１５】
　熱可塑性樹脂のクロルイオンの溶出量は、その樹脂ペレット５０ｇを、純水５００ｍｌ
中で８０℃にて１ｈｒ攪拌後、この水をイオンクロマトグラフで分析して測定した樹脂ペ
レット１ｇ当たりのクロルイオン溶出量（以下、この測定方法で測定したクロルイオン溶
出量を「５０℃／１ｇ樹脂ペレット－クロルイオン溶出量」と称す。）で５０ｎｇ／ｇ以
下、特に１０ｎｇ／ｇ以下であることが好ましい。
【００１６】
　熱可塑性樹脂としては、上述の熱可塑性樹脂の中でもポリカーボネート樹脂が、成形品
の寸法精度、耐熱性、機械物性などのバランスが良好な点で望ましい。
【００１７】
　ポリカーボネート樹脂としては、例えば界面重合法、ピリジン法、クロロホーメート法
などの溶液法により、二価フェノール系化合物の主成分にホスゲンを反応させることによ
って製造される一般的なものを使用できる。
【００１８】
　熱可塑性樹脂としてポリカーボネート樹脂を用いる場合、最終的な成形品中のポリカー
ボネート樹脂の重量平均分子量が、３０，０００～４５，０００、望ましくは３５，００
０～４３，０００となるように、予め原料ポリカーボネートの分子量や、製造条件を選ぶ
ことが望ましい。分子量がこの範囲内であると、導電性に優れ、かつ機械的強度を低下さ
せない点で有利である。
【００１９】
　また、熱可塑性樹脂としてポリカーボネート樹脂を使用する場合には、炭素フィブリル
とホウ酸アルミニウム粉末及び／又はホウ酸アルミニウムウィスカ等の添加剤を配合して
射出成形する際に、配合物がより良好な均一性で分散するために、２８０℃、２．１６Ｋ
ｇ荷重で測定したがメルトフローレートが、６～２０ｇ／１０分のポリカーボネート樹脂
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を用いることが好ましい。
【００２０】
＜炭素フィブリル＞
　本発明で使用される炭素フィブリルとしては、平均繊維径が２００ｎｍ以下の炭素フィ
ブリルが好ましく、例えば特表平８－５０８５３４号公報に記載されているものを使用す
ることができる。
【００２１】
　炭素フィブリルは、当該フィブリルの円柱状軸に実質的に同心的に沿って沈着されてい
るグラファイト外層を有し、その繊維中心軸は直線状でなく、うねうねと曲がりくねった
管状の形態を有する。この、炭素フィブリルの繊維径は製法に依存し、ほぼ均一なもので
あるが、ここで言う平均繊維径とは顕微鏡観察して５点測定した平均値を指す。炭素フィ
ブリルの平均繊維径が２００ｎｍより大きいと、樹脂中でのフィブリル同士の接触が不十
分となり、導電性を発現させるための必要添加量が多くなったり、また安定した導電性が
得られなくなる場合がある。従って、炭素フィブリルとしては平均繊維径２００ｎｍ以下
、特に１００ｎｍ以下、とりわけ５０ｎｍ以下のものが好ましい。
【００２２】
　一方、炭素フィブリルの平均繊維径は、０．１ｎｍ以上、特に０．５ｎｍ以上であるこ
とが好ましい。繊維径がこれより小さいと、製造が著しく困難である。
【００２３】
　また、炭素フィブリルは、長さと径の比（長さ／径比、即ちアスペクト比）が５以上の
ものが好ましく、特に１００以上、とりわけ１０００以上の長さ／径比を有するものが、
導電性ネットワークを形成しやすく、少量添加で優れた導電性を発現することができる点
で好ましい。なお、この炭素フィブリルの長さ／径比は、透過型電子顕微鏡での観察にお
いて、１０本の実測値の平均値によって得られる。
【００２４】
　また、微細な管状の形態を有する炭素フィブリルの壁厚み（管状体の壁厚）は、通常３
．５～７５ｎｍ程度である。これは、通常、炭素フィブリルの外径の約０．１～０．４倍
に相当する。
【００２５】
　炭素フィブリルはその少なくとも一部分が凝集体の形態である場合、原料となる樹脂組
成物中に、面積ベースで測定して約５０μｍより大きい径を有するフィブリル凝集体、望
ましくは１０μｍよりも大きい径を有するフィブリル凝集体を含有していないことが、所
望の導電性を発現させるための添加量が少なくてすみ、機械物性を低下させない点で望ま
しい。
【００２６】
　このような炭素フィブリルは、市販品を使用することができ、例えば、米国ハイペリオ
ンカタリシスインターナショナル社の「ＢＮ」が使用可能である。
【００２７】
　本発明において、炭素フィブリルの配合量は、ホウ酸アルミニウム粉末及び／又はホウ
酸アルミニウムウィスカを除いた樹脂組成物中の主成分（この主成分中には、熱可塑性樹
脂と炭素フィブリルと後述の第三成分を含む。）（Ａ）中に０．５～１０質量％、特に１
～５質量％であることが好ましい。炭素フィブリルの配合量が上記範囲より少ないと十分
な導電性が発現せず、多いと成形性が著しく低下したり、成形体強度が低下したりするた
め好ましくない。
【００２８】
＜ホウ酸アルミニウム粉末及び／又はホウ酸アルミニウムウィスカ＞
　本発明で用いるホウ酸アルミニウムは、９Ａｌ２Ｏ３・２Ｂ２Ｏ３や２Ａｌ２Ｏ３・Ｂ

２Ｏ３の化学式を有するものであり、例えば特開昭６３－３１９２９８号公報や、特開昭
６３－３１９２９９号公報に開示されているように、酸化アルミニウム供給成分と無水ホ
ウ酸供給成分とをアルカリ金属塩の溶融剤の存在下、所定温度に加熱して針状に成長させ
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て製造されたものを使用することができる。
【００２９】
　ホウ酸アルミニウムの形状としては、粒子状であっても、繊維状であっても良いが、平
均繊維直径５μｍ以下のウィスカを使用することが、発塵性を悪化させない点で望ましい
。
【００３０】
　ホウ酸アルミニウムウィスカの長さと径の比（長さ／径比、即ちアスペクト比）は５以
上のものが好ましく、より好ましくは１０以上である。このような長さ／径比を有するホ
ウ酸アルミニウムウィスカは、炭素フィブリルとの混合性に優れ、均一な分散状態が得ら
れるだけでなく、発塵性に優れる（即ち、発塵しない）点で望ましい。なお、ホウ酸アル
ミニウムウィスカの長さと径の比は、顕微鏡での観察において１０本の実測値の平均値に
より得られる。
【００３１】
　ホウ酸アルミニウム粉末及び／又はホウ酸アルミニウムウィスカの添加量は、熱可塑性
樹脂と炭素フィブリルを含む主成分（この主成分中には、後述の第三成分を含む。）（Ａ
）１００体積部に対して、０．５～４０体積部、望ましくは０．５～３５体積部、さらに
望ましくは１～３０体積部である。
【００３２】
　ホウ酸アルミニウム粉末及び／又はホウ酸アルミニウムウィスカの添加量が上記範囲よ
り少ないと、得られる成形品のゲート付近の導電性が低下せず、表面抵抗値が高くなり、
逆にこの範囲よりも多いと、成形性や成形品の物性を損なうだけでなく、発塵性が悪化し
たり、抵抗値が増大するので望ましくない。
【００３３】
　なお、ホウ酸アルミニウム粉末を用いる場合、その平均粒径は０．１～５０μｍである
ことが望ましい。
【００３４】
＜製造方法＞
　本発明の導電性樹脂組成物は常法に従って製造することができる。
【００３５】
　例えば、ポリカーボネート樹脂と炭素フィブリルとホウ酸アルミニウム粉末及び／又は
ホウ酸アルミニウムウィスカとを予め混合したのち、バンバリーミキサー、ロール、ブラ
ベンダー、単軸混練押し出し機、二軸混練押し出し機、ニーダーなどで溶融混練すること
によって本発明の導電性樹脂組成物を製造できる。
【００３６】
　その後、得られた導電性樹脂組成物を各種の溶融成形法を用いて成形することにより導
電性成形品を得ることができる。
【００３７】
　この成形法としては、具体的にはプレス成形、押し出し成形、真空成形、ブロー成形、
射出成形などを挙げることができるが、これらの成形方法の中でも特に射出成形が生産性
が高い点で望ましい。
【００３８】
　射出成形方法としては、一般的な射出成形法のほかに、インサート射出成形法による金
属部品、その他の部品との一体成形や、二色射出成形法、コアバック射出成形法、サンド
イッチ射出成形法、インジェクションプレス成形法等の各種成形法を採用することができ
る。
【００３９】
　なお、射出成形においては、樹脂温度、金型温度、成形圧力によって得られる成形品の
表面抵抗値が変化するので、目的に応じて適切な条件が設定されなければならない。
【００４０】
　本発明の導電性樹脂組成物を射出成形する場合、金型のキャビティより樹脂を注入する
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際のゲート（注入口）としては、サイドゲート、フィルムゲート、サブマリンゲート、ピ
ンゲートなどを使用することができる。これらのゲートの断面積は、０．２ｍｍ２以上で
あることが望ましい。
【００４１】
　ゲートとしては、上記のものの中でも、成形後にゲート処理が不要なピンゲートが生産
性の点で望ましいが、その場合には、ピンゲートの直径は０．５～３ｍｍ、特に１．０～
２．５ｍｍであることが好ましい。
【００４２】
　ピンゲートのゲート直径は、樹脂が金型内に十分に充填できる範囲内であれば小さい方
が望ましく、一般的に０．２～０．５ｍｍである。しかしながら、ゲート直径（断面積）
が小さいと、ゲート部分を樹脂が流れる際に過度の剪断を受けるため、前述の炭素フィブ
リルによる導電性ネットワークの破壊が起こりやすい。このため、ゲート直径は好ましく
は０．５ｍｍ以上、より好ましくは１．０ｍｍ以上とする。
【００４３】
　しかし、ゲート直径が大きすぎると、成形品のゲート部の切れが悪化して仕上がりが悪
くなることから、好ましくは３ｍｍ以下、より好ましくは２．５ｍｍ以下とする。
【００４４】
　また、熱可塑性樹脂としてポリカーボネート樹脂を使用する場合、成形条件としては、
射出成形による分子量の低下が２％以上、特に２～５％となるように成形条件を設定する
と、金型内での樹脂の流動が適正な状態となり、炭素フィブリルの導電性ネットワークの
破壊が生じにくいものとなり、その結果、成形品の導電性が良好となる点で望ましい。
【００４５】
＜第三成分＞
　本発明の導電性樹脂組成物には必要に応じて、上記の性能を損なわない範囲で第三成分
を配合することができる。
【００４６】
　このような第三成分としては、例えば、アラミド繊維、ポリイミド繊維、フッ素樹脂繊
維等の有機繊維状強化材、フッ素樹脂パウダー、二硫化モリブデン等の固体潤滑剤、パラ
フィンオイル等の可塑剤、酸化防止剤、熱安定剤、光安定剤、紫外線吸収剤、中和剤、滑
剤、相溶化剤、防曇剤、アンチブロッキング剤、スリップ剤、分散剤、着色剤、防菌剤、
蛍光増白剤等といった各種添加剤を挙げることができる。
【００４７】
　さらに本発明の導電性樹脂組成物は、その効果を損なわない範囲内で、炭素フィブリル
以外の導電性フィラーを付加成分として添加してもよい。添加し得る導電性フィラーとし
ては、例えば、アルミニウム、銀、銅、亜鉛、ニッケル、ステンレス、真鍮、チタンなど
の金属フィラー、黒鉛（人工黒鉛、天然黒鉛）、ガラス状カーボン粒子、ピッチ系炭素繊
維、ＰＡＮ系炭素繊維、酸化チタン、酸化亜鉛、酸化スズ、酸化インジウム等の金属酸化
物系充填材などの導電性充填材が挙げられる。
【００４８】
　なお、金属酸化物系フィラーのなかでも格子欠陥の存在により余剰電子が生成して導電
性を示すものの場合には、ドーパントを添加して導電性を増加させたものを用いてもよい
。例えば、酸化亜鉛にはアルミニウム、酸化スズにはアンチモン、酸化インジウムにはス
ズ等がそれぞれドーパントとして用いられる。また炭素繊維などに金属をコーティングし
たり、チタン酸カリウムウィスカやホウ酸アルミニウムウィスカの表面に導電性酸化スズ
又は導電性カーボンをコーティングした複合系導電性フィラーを使用することもできる。
【００４９】
　いずれの場合であっても、最終的な導電性樹脂成形品を６０℃の純水中に１ｈｒ攪拌し
た後、この水をイオンクロマトグラフで分析して測定した成形品１ｇ当たりのクロルイオ
ン溶出量（以下、この測定方法で測定したクロルイオン溶出量を「６０℃／１ｇ樹脂成形
品－クロルイオン溶出量」と称す。）が５ｎｇ／ｇ以下であることが、半導体等を載置し
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て運搬、移送するに用いるトレイ等を製造した際に半導体の腐食等の弊害を防止するため
に好適である。
【００５０】
【実施例】
　以下に実施例及び比較例を挙げて、本発明をより具体的に説明する。
【００５１】
　実施例１～５、比較例１～７
　ポリカーボネート樹脂（三菱エンジニアリングプラスチック（株）社製「ユーピロンＳ
３０００」（商品名））と、炭素フィブリル（ハイペリオンカタリシスインターナショナ
ル社製「ハイペリオン「ＢＮ」タイプ」（商品名）；繊維直径１０ｎｍ、長さ／径比５０
以上）の混合物（炭素フィブリル含有量３．３質量％）を製造し、このものに、表１に示
すホウ酸アルミニウム粉末、ホウ酸アルミニウムウィスカ又はその他の添加成分を、表３
に示す配合比で配合した。
【００５２】
【表１】

【００５３】
　なお、炭素フィブリルの配合には、予めポリカーボネート樹脂に炭素フィブリル１５質
量％を配合混練したマスターバッチを使用した。
【００５４】
　また、使用したポリカーボネート樹脂の５０℃／１ｇ樹脂ペレット－クロルイオン溶出
量は５ｎｇ／ｇ以下であった。また、２８０℃、２．１６Ｋｇ荷重での測定におけるメル
トフローレートは１３．２ｇ／１０分であった。
【００５５】
　次にこの配合物を２軸押出機（池貝鉄鋼社製「ＰＣＭ４５」、Ｌ／Ｄ＝３２（Ｌ；スク
リュー長、Ｄ；スクリュー径））を用いて、混練温度２８０℃、スクリュー回転数１６０
ｒｐｍにて溶融混練して樹脂組成物のペレットを得た。
【００５６】
　なお、実施例１～５の樹脂ペレットを用いて、樹脂組成物のクロロホルム溶液（２ｍｇ
／ｍｌ）を調整し、これを０．２μｍフィルターで濾過して炭素フィブリルとホウ酸アル
ミニウム粉末又はウィスカとを分離してポリカーボネート溶液を得た。次に、このポリカ
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ーボネート溶液を用いて、ＧＰＣにて重量平均分子量（Ｍｗ）を以下の条件で測定し、結
果を表２に示した。
　検出器：Ｗａｔｅｒｓ　ＵＶ４９０（２５４ｎｍ）
　カラム：Ｓｈｏｄｅｘ　ＧＰＣ　ＡＤ－８０６ＭＳ
　カラム温度：３０℃
　流量：１ｍｌ／ｍｉｎ
　内標：トルエン
　注入量：０．０５ｍｌ
【００５７】
　各樹脂組成物のペレットを用いて、７５トン（型締め圧）射出成形機（ゲート直径１．
８ｍｍ）により、図１（ａ），（ｂ）に示すサンプル１を評価に必要な個数成形した。成
形は、金型温度９０℃で、表２に示す成形温度にて、注入速度３５～４０ｃｃ／ｓｅｃで
行った。なお、図１（ｂ）において、２はゲート跡を示す。
【００５８】
　実施例２、３、４、５の成形品について表面を研磨し、それぞれの研磨面を走査型電子
顕微鏡（ＳＥＭ）にて観察した結果、ホウ酸アルミニウムウィスカの長さ／径比は１０以
上であった。
【００５９】
　また、実施例１～５の成形品よりサンプリングして、前述の樹脂ペレットと同様の方法
で重量平均分子量（Ｍｗ）を測定し、結果を表２に示した。
【００６０】
【表２】

【００６１】
　表２より、実施例１～５では、射出成形によるポリカーボネート樹脂の分子量の低下が
２～５％の範囲であることがわかる。
【００６２】
　得られた成形品について、下記の測定方法で表面抵抗値、発塵性（パーティクル）、及
びクロルイオン溶出量を調べ、結果を表３に示した。
（１）表面抵抗値測定
　図１のサンプルについて、ダイヤインスツルメント社製ハイレスタＵＰを使用して、Ｕ
Ａプローブ（２探針プローブ、探針間距離２０ｍｍ）にて印加電圧は１０Ｖで図１（ｂ）
のＡ、Ｂ部の表面抵抗値を測定した。
（２）発塵性
　純水５００ｍｌに図１のサンプル１枚を浸漬し、超音波（４０ＫＨｚ、０．５Ｗ／ｃｍ
２）を６０秒間印加した。その後、純水を取り替えて同様の処理を行い、２度目に抽出し
た純水を液中パーティクルカウンター（セイシン企業社製「ＰＡＣ１５０」（商品名））
にて、粉塵粒子径１μｍ以上２μｍ未満の数量を測定した。測定値をサンプルの表面積（
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２８０ｃｍ２）で割って、１ｃｍ２当たりの発塵量を算出した。なお、容器はＰＰ製容器
を使用した。
（３）クロルイオン溶出量
　純水５００ｍｌに図１のサンプル１枚をＰＰ容器中で浸漬し、６０℃ウォーターバス中
で６０分攪拌した。その後、イオンを抽出した純水中のクロルイオンをイオンクロマトグ
ラフ法にて分析し、サンプル１ｇ当たりの溶出量を算出して、６０℃／１ｇ樹脂成形品－
クロルイオン溶出量を求めた。
【００６３】
【表３】
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【００６４】
　表３より、本発明の導電性樹脂組成物は表面抵抗値が低く（即ち、導電性が良好で）表
面抵抗値のばらつきが少なく、しかも発塵も少なく、また、クロルイオンによる腐食の問
題もないことがわかる。
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【００６５】
【発明の効果】
　以上詳述した通り、本発明の導電性樹脂組成物によれば、ホウ酸アルミニウム粉末及び
／又はホウ酸アルミニウムウィスカを添加することによって、表面抵抗値を低下させ、導
電性を向上させると共に、成形品の抵抗値のばらつきを著しく低減することができる。
【００６６】
　本発明によれば、導電性に優れ、かつ成形品の表面抵抗値のばらつきが少なく、しかも
発塵やイオンによるコンタミネーションの少ない導電性射出成形品が提供され、このよう
な導電性射出成形品は、特に、高密度電子デバイスを搬送するトレイ等の用途に工業的に
極めて有用である。
【図面の簡単な説明】
【図１】　図１（ａ）は実施例及び比較例において成形したサンプルを示す斜視図であり
、図１（ｂ）は同平面図である。
【符号の説明】
　１　サンプル
　２　ゲート跡

【図１】
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